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研究要旨：がん診療連携拠点病院はがん対策基本法の基本理念たるがん利用の均てん化を目的に整備

が進められてきたが、小児がん、希少がん、がんゲノム医療などに焦点が当てられ集約化を一部行い

つつ整備するようになってきた。また拠点病院間の格差も指摘されるようになってきたこともあり、

現状の正確な把握をもとに方向性を確認することが必要になってきた時期といえる。そのために本研

究においては、病院の管理者、医師、患者のそれぞれから意見を聴取して課題の同定を行うとともに、

がん診療連携拠点病院を対象とした実態・意見調査を行うこととした。本年度は 3年計画の 1年目と

して調査票の作成を行い、またがん診療連携拠点病院現況報告をもとに主に人員配置に関しての施設

種別の比較を行った。常勤でがん専門職を配置することが大学病院以外の総合病院において困難がう

かがえた。次年度からは意見調査・実態調査により、がん診療連携拠点病院のあり方についての資す

る資料を提供する 
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Ａ．研究目的 

がん医療の均てん化は、がん対策基本法第 2 条

で定められた基本理念の一つであるものの、実態

としては専門医の偏在など地域差の存在は繰り返

し指摘されている。均てん化推進のために指定が

進められてきたがん診療連携拠点病院についても

空白二次医療圏をなくすのは難しく、また院内が

ん登録、相談支援、キャンサーボード等取組み自

体も、施設間差があるとされている。 
 一方で資源は有限であり、最近相次いで開発さ

れている高価な薬物療法は、全患者が使用するこ

とは財政的に不可能ともされているし、例えば希

少がんの治療が全ての施設で分散すると一定程度

患者の数が必要な臨床試験は成り立たない。その

ため第３期のがん対策推進基本計画では均てん化

を推進するとともに、一部集約化すべき事項があ

ると指摘された。しかし、その区別は明確ではな

く、本研究の目的はその中で一定方向性を見出す

ことにある。 
 
そのために本研究で以下の３つを行う。 
１．（現況把握）現状のがん診療連携拠点病院、小

児がん拠点病院、がんゲノム医療中核拠点病院の、

構造、過程、アウトカムの視点から実態の現状を

把握し、その施設間差や地域差を記述する 
２．（意見聴取）患者・家族・医療者、必要に応じ

て一般国民の意見を、対面、質問紙調査などを使

って聴取する。中でも、現況把握で判明した施設

間差について、将来的な進むべき方向性は均てん

化か、集約化か、意見の分布の記述を試みる。ま

たがん診療連携拠点病院のあるべき姿、期待する

事項についても衆知を結集する 
３．（論点・視点の整理）これらの思考過程をセオ

リー化することで、今後の集約化・均てん化の方

向性の検討の上での論点を明確化する。 
 
年次別には、初年は現況把握を中心に行い、数多

くの現況指標をもとにがん診療連携拠点病院等の

実態を把握する。指標については研究者が考え付

くもののほかに、意見交換会やインターネット上

でのアイデア等広く募集して可能な限り広い範囲

での現況の把握を試みる。 
 
Ｂ．研究方法 
１．現況把握 
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＜意見交換会＞ 
がん診療連携拠点病院、小児がん拠点病院、が

んゲノム医療中核拠点病院についての、現状につ

いて、分担研究者を中心として、研究協力者との

意見交換会を開催し、現状の課題とその考えられ

る解決策を同定する。 
 患者市民パネルから有志を募り、がん診療連携

拠点病院についての印象、体験についての意見交

換会を開催し、体験した問題点などを収集するこ

とで、患者・家族の視点からのがん診療連携拠点

病院の在り方や希望を探る。 
 
＜データからの検討＞ 

がん診療連携拠点病院現況報告（以下、「現況報

告）という）などから、施設の種別による特性を

検討する。 
全国がん登録、院内がん登録、あるいはＤＰＣ

との連携データを使ってそれらの実態を把握する。 
 
２．意見聴取 
＜がん診療連携拠点病院の現状・意見調査＞ 
 以上の作業により抽出された論点に加え、現行

の指定要件についてのがん診療連携拠点病院管理

者の意見、また、それぞれの施設の現状や持続可

能性（将来的な見通し）について、アンケート調

査を行う準備を行った。 
 アンケートを作成する過程で、さらに数名のイ

ンタビューを行い先行する拠点病院アンケート調

査や、地域がん診療連携拠点病院と都道府県がん

診療連携拠点病院の違いなどについての現況聴取

を行った。 
また、アンケートの方法についてもインターネ

ット調査を予定していたが、既存の各システムを

比較しながら最適な方法を検討した。 
 
（倫理面への配慮） 

分担研究者、協力者の中での意見交換会は、特

別な倫理面の配慮は必要ない。患者市民パネル有

志へのアンケートと意見交換会については、国立

がん研究センターの倫理審査に計画書を提出して

その承認を得る。公開データ以外のデータの使用

の際には、適切な手続きと審査を経る。 
 
Ｃ．研究結果 
＜意見交換会＞ 
拠点病院の連携体制については、連携が必要な

部分とそうでない部分の整理が必要である点、ま

た、連携の実態を正確に評価できる方法の検討が

必要であることが確認された。現状の指標では間

接的な事項や狭い範囲の事項をとらえるのみであ

るといった問題や、連携は各状況に応じて行うべ

きものであることから、最適の形が施設間あるい

は診療科間でも異なる可能性がある。連携パスの

実施率などの単純化した指標は、その部分の実態

を表すことはできても、「最適な連携」が達成され

ているかを表す指標としては扱えない難点がある。 
小児医療提供体制については、15 の承認がん拠

点病院が設定されているものの、それらに小児が

んを集約できると考えられているわけでもなく、

カバー率は 4 割程度とされていることから、むし

ろ、拠点病院を核とした連携病院が設定される方

向に動いている。制度はきっかけであるが、症例

の分担やお互いにカンファレンスで知り合う機会

が生まれることで連携は促進される実感があると

いえる。脳腫瘍など、症例数と死亡率の関係が報

告されているものもあるため、集約化の方向は一

定程度は進めていく必要があると考えられた。長

期フォローアップの強化については必要性が確認

されたが、それを実際に実現していく体制につい

てはこれからの実態調査などをもとに考えていく

必要がある。 
ゲノム医療提供体制については、治療薬へのア

クセスの確保、がんゲノム検査の二次的所見への

対応、エキスパートパネルの効率的な運営の観点

から、現状の再確認が行われた。治療薬へのアク

セスは薬機法承認、保険適用を増やす方策や、気

承認薬の適応外使用を速やかに実施される体制が

課題、二次所見への対応は、診断・遺伝間セリン

グ提供体制など、遺伝診療にかかわる人材の育成

が必要との指摘あり、また、エキスパートパネル

は中核病院、拠点病院において他院症例も検討し

なければならないことから、その処理能力の向上

が必要であるとされた。 
 
＜データからの検討＞ 
 現況方向を中心にがん診療連携拠点病院の実態

について、充足が難しい要件の抽出、人員配置の

解析などを行った。詳細は分担研究報告書に譲る

が、テキストの解析で前者は、医療安全講習の受

講が最も多く、放射線治療医の配置が比較的高頻

度に挙げられていた。病理医の常勤についても、

がんセンター型の施設では全施設で配置があった

ものの、総合病院の 13％で配置がないとの報告で

あった。また薬物療法の専門医についてもがんセ

ンター型、大学病院では配置がないことはなかっ

たが、総合病院では、3.8％で配置がないことが明

らかになった。放射線治療医も総合病院型では、

12.3％で配置がないという報告であった。 
 
＜がん診療連携拠点病院の現状・意見調査＞ 
 現状のがん診療連携拠点病院指定要件それぞれ

について、宣言的な意味合いの要件（標準治療を

提供している、など）を除いて、実施要件的なも

のは具体化して、それらに対する意見や現状、持

続可能性などについての質問を設定した。（詳細は

分担研究報告書参照）また、方法についても、当
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初はインターネット調査を予定していたが、保存

せずにブラウザを閉じると、入力内容が保存され

ないことや、長い質問項目で、保存ボタンを意識

することが難しいのではないか、また保存されず

に入力内容を失ったときの気持ちを考えるとイン

ターネット調査に向いていないと判断され、エク

セルによる調査が最適と判断された。 
 
Ｄ．考察 
 本年度は初年度であり、課題の同定を 3 つの分

野（一般、小児、ゲノム）に設置された拠点病院

の種類について行うとともに、特に一般のがん診

療連携拠点病院について、対象を広げた形で意見

収集を行うとともに、今後のがん診療連携拠点病

院指定要件を検討する材料として、まず現行の指

定要件に関する実態・意見収集のアンケートを作

成した。今後は実際の調査を行うとともに、より

詳細な解析を、データ源を追加して行っていく。 
 
Ｅ．結論 
 関係者それぞれの問題意識を総合し、また、現

況報告による解析から、現在のがん診療連携拠点

病院の種別や地域差などが想定された。今後は詳

細な調査を通して、より具体的に差を明らかにし、

今後の方向性について検討に資する資料を提供す

る。 
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